「座間市生涯学習プラン素案」に係る
パブリックコメントの実施結果について
１　パブリックコメント実施概要

　⑴　募集期間　平成２３年１月２４日（月）～２月２４日（木）
　⑵　意見を提出できるもの　・市内に住所を有する者

　　　　　　　　　　　　　　・市内に通勤もしくは通学する者
　　　　　　　　　　　　　　・市内に事業所又は事務所を有する法人その他の団体

　　　　　　　　　　　　　　・意見公募にかかわる事案に利害関係を有する者

　⑶　提出方法　直接、郵送、ファクス、電子メール

意見募集結果

	意見提出者数
	意見総数

	３名
	１６件


	番号
	意　　見
	回　　答


	１
	本プラン案は策定までの取り組みをみる限り、市民アンケート調査もふまえて策定されているようにみえるが、施策レベルでみていくと、そのアンケート調査結果があまり反映されているように見えない。アンケート調査が緊急雇用創出事業により実施となっているためかもしれないが、貴重な生の声が反映されていないのは非常に残念である。たとえば、アンケートの２）➀「青少年の育成のために必要なことについて」のところで、「男性をみると「市民・保護者が学校へ積極的に参加する機会を充実させる」が女性の３倍近い割合を占めています。」とあるが、（４）豊かな心を育む家庭教育の推進や（５）未来を築く児童、生徒、若者に対する居場所の確保や学習支援の推進といった施策のところでも、こういった声が反映されているようには見えない。
	　「市民・保護者が学校へ積極的に参加する機会の充実」につきましては、PTA活動や「社会教育のあゆみ」で述べた「おやじの会」、各小学校で行われている放課後子ども教室の「遊友クラブ」、各中学校区ごとの青少年健全育成活動など、さまざまな取り組みがなされています。

　（４）では、各小中学校の家庭教育講座や成人教室等をとおして、（５）では、学校等との連携の中で参加の機会のさらなる充実を図っていきたいと考えます。

	２
	高齢者については、既に団塊の世代が定年退職して、体力も知力も十分な層が急激に地域に増えてきている。地域デビュー会など、市としてもいろいろな取り組みをされているわけだが、今後１０年で日本は世界に先駆けて少子超高齢化社会に突入するといわれているなかで、単に高齢者と一括りにせず、こういった層を有効に活用する取り組みをしていただきたい。生涯学習のニーズが多様化されるであろうが、同時に人材はかなり豊富になると思われるためである。


	　（６）の基本方針の中で、「学習を通して生きがいや新たな仕事につながるよう、関連部局や機関とも連携をとりながら人とのつながりの中で自己実現を図れるよう支援します。」とあるように、単に高齢者を学習の対象者としてみるだけでなく、その力を自己実現のために発揮できるよう支援していきますが、文中「生きがい」のあとに「地域活動及び」を加えさせていただきます。
　また、人材活用については、（８）学習活動の支援体制の確立の基本施策②人材の確保・育成で対応させていただきますのでご理解ください。

	番　号
	意　見
	回　答


	３
	生涯学習の対象のなかで、今回特に青少年に配慮がされていることは心強い。学校だけでなく地域での居場所づくり、特に問題を抱える若者の支援を含む、というのは素晴らしい視点だと思われる。なお、昨今のグローバル化対応のためには、国際化、地域内での異文化理解も加わることが望ましい。


	　青少年センター等の事業のなかで、異文化を理解するための事業として多国籍の料理教室等行われていますが、今後、そういった視点はますます重要になってくることが考えられますので、基本方針の中の「各種事業、イベントの機会」の部分の参考とさせていただきます。

	４
	児童、生徒、若者から子育て中の親・保護者、高齢者や障がい者までと広い範囲を対象とされているが、女性についてあえて言及されていないのは、既に男女平等意識が醸成されているとみなされているためであろうか。しかしながら、自治会やPTAなど、地域の団体でみていくと、その活動の多くを女性が担っているにもかかわらず、トップは常に男性といった旧態依然の組織が多く存在しているように聞いている。来年度から始まる「次期ざま男女共同参画プラン（案）」（パブリックコメント終了）の施策の具体的方向において、「生涯学習における男女平等教育の推進」が掲げられている。同じ第四次総合計画下にある本プランが男女共同参画プラン（案）と連携をとったものとなるよう、本プランにおいても男女平等教育にかかわる施策が言及されることを強く望む。


	　男女平等教育については、ご指摘のとおり（３）の現代的課題に対応した生涯学習の推進の基本方針の中に「男女共同参画についての意識啓発」と、一つの課題として取り上げられているに過ぎません。
　しかしながら、第四次総合計画の個別計画として「男女共同参画プラン」が策定され、その中に「生涯学習における男女平等教育の推進」が掲げられていることを踏まえると、新たに１項目加える必要があると考えますので、（３）現代的課題に対応した生涯学習の推進の基本施策に男女平等教育の推進のための１項目を加えたいと考えます。

	番　号
	意　見
	回　答


	５
	「座間の社会教育の歩み」

　３０年代をもう少し細かく記せないでしょうか。


	３０年代については、大局的な見方ではありますが、ご理解ください。
　



	６
	昭和６０年代の「コミュニティ施設整備マスタープラン」は、「多機能、多目的」ではなく、既存施設の集約化が目的です。具体的に「老人憩いの家、児童館機能を集約した」ものにすると標記されています。公民館の位置づけは、プランにはありません。あえて表現するなら、「その後の２０年を経て」「コミュニティ施設の運営を通じて」「市民の行政参加やまちづくりの意識の醸成を図る」機運が育ってきた。のが現段階の評価ではないかと思います。
	　ここの記述は、前プランの「あゆみ」を踏襲していますのでご理解を願います。

	７
	昭和６０年代は、「女性行政」の主幹が「社会教育（婦人教育）」と併せて社会教育行政で行われることになったことが抜けています。「国連婦人の１０年」を前後して、「女性プラン」の策定などが行われ、女性問題学習をとおして、女性の自立が全市的に高まった時期を押さえておいても良いのではないでしょうか。


	　確かに個別的にはそのとおりですが、「あゆみ」として社会教育行政や生涯学習体制の枠組みを知らせたいためのものですので、ご理解ください。


	番　号
	意　見
	回　答

	８
	Ⅱ　前生涯学習プランの総括４　「現代的課題に対応した各領域ごとの生涯学習の推進」」の【課題】について

「地域づくりの視点」とあることが、表現から評価でいう課題とはとらえらてきませんでした。「地域づくり」自体が社会教育実践として、「現代的な課題」であったといえます。「現代的課題」＝「社会的課題」＝「地域課題」として表現すると、「社会教育の推進」が「地域づくりの手段」に埋没してしまいます。生涯学習プランの課題としては、学習課題として、「現代的課題」「社会的課題」といわれる内容ひとつひとつが、個人学習の目的とされることを含む必要があるのではないでしょうか。
	　個人の自由意思で参加する生涯学習ですから、その一つとして現代的課題も含まれています。しかし、提供する側としては、地域社会とのかかわりのなかで、学習の成果を活かして欲しい、あるいは、そのための仕掛けを作ってみる。そういった観点が十分ではなかったという反省がありますのでご理解を願います。

	９
	現代的な課題が「社会的な課題」の内容とととらえられる総括がないので、あえて付け加えるならば、平和学習や人権学習も地域づくりと結びつけて取り組みまなくてはならない課題です。陸軍士官学校の軍跡や米軍基地のある街として、文化財保護行政や社会教育行政の教育施策の教育資源として活用することを通じて、跡地利用などの「まちづくり」の議論も根付くことになります。
	　現代的課題＝社会的課題については、引き続き（３）現代的課題に対応した生涯学習の推進の中で実施してまいります。

	10
	図書館の資料を使った「調べ学習」の推進　について

○図書資料を充実させるとともに、市民自身の研究課題に対応できるよう「調べ学習」に対する支援を推進します。

←図書館が事業として「講座」を行うことには限界があります。（場所、回数など物理的に参加者が継続してあるとは思えない。）学校（PTA・教科学習）や公民館と連携して、さまざまな学級に応用できるよう、カリキュラム開発や司書派遣を行うことが良いと思います。（図書館でしかできない検索、ワークショップは図書館で行うことを織り込めばよい。）
	　ご指摘のとおり図書館だけが調べ学習を行うのではなく、他機関でも取り組みは行われています。ここでは、とくに図書館の生涯学習推進のための大きな役割として一つだけ取り上げさせていただきました。詳細につきましては、図書館の個別計画で触れられていますのでご理解を願います。

	番　号
	意　見
	回　答

	11
	市民のスポーツに親しみ、健康づくりに取り組めるような機会の充実及び…高齢者の生きがいや障がい者に対する生涯学習の推進　について

←社会体育に関しては、行政施策に施設利用、各種講座等「有料」の発想が根強いことを整理する必要があります。この発想では、公教育が公平性を保つために行うべき、障害をもつ方、子どもの社会体育活動は広がりません。時間や金銭的な余裕の無い市民への「健康な文化生活を送るためのスポーツ、レクリェーション」を、福祉（高齢者への施策は高齢者福祉計画等に偏っている）まかせにせず、市民協働による社会体育事業としてすすめることが必要です。（福祉部局との連携も視野にいれるべきではないでしょうか。）


	　生涯スポーツにつきましては、広く健康作りの観点も取り入れ、担当課のみならず、公民館等でも推進されるべきものと考えますのでご理解を願います。

	12
	市民の自主企画による学習機会の提供について

○市民自身が企画する講座を支援し、さらに、講座の企画力向上などの研修にも努めます。

←具体的な施策として市民企画講座等が行われていますが、さらにアカデミックな展開として、現在の「市民大学」を「大学開放」と、大学（高等教育機関）の無い座間市に、「大学連携」によるもう一つ市内を会場とした「市民大学」の両輪とすることはできないでしょうか。町田市の市民大学を参考にしていただき、市民による市民大学運営委員会を組織して、特定の大学と連携し、講師を招聘する。さらに公民館、図書館、総合福祉センター等と行政内部機関連携をし、専門性の高い、現代的（社会的）な課題、生活課題に即した実践的な学習ができるのではないかと考えます。（市民大学並の受講料の徴収もここでは認められるのではないでしょうか。）
	　現在も市民大学では、座間市を会場とした「座間市コース」を設けておりますが、その他、立正大学デリバリーカレッジも行っているところです。今後は、基本施策で述べたとおり、放送大学等と連携した事業等も視野に入れておりますのでご理解を願います。


	番　号
	意　見
	回　答


	13
	○市民文化の創造への支援、郷土の自然・文化遺産の保存・継承に努め、その活用を図り、個性豊かな文化・芸術の振興をめざします。

←講座やフィールドワーク、文化事業が少ないと思います。民俗資料館等博物館（類似施設）が無くなった座間市では、昭和５０年代に行われていた公民館、コミセン、大規模商業施設等での巡回文化財展や学校の郷土学習室の活用、収蔵資料の資料目録の作成などが行われていません。もっと市民ボランティア等の育成と並行し、市民協同の形態を模索して、行われても良いのではないでしょうか。さらに、市内動・植物調査の追跡調査、二次調査が実施されていないことが気になります。市が植物調査を実施したときには、１０年後の「大衆調査（市民調査員、市民による観察記録保存、標本の補完採集）」等、座間市の経年的環境変化を補足すること（定点調査等）を調査団から提言されていました。
	　各種事業を通じてこれからも市民文化の創造と文化財保護に努めていくことを施策として示したものですのでご理解を願います。なお、資料目録については、郷土資料館整備のため、２３年度からデータ収集する予定です。

	14
	○（文化行政の社会教育化　市内の文化活動、文化人とコミュニティの連携を、社会教育、生涯学習事業が構造的に図れるよう計画化する。）

←文化財、芸術活動の啓発事業、後継者育成事業が不足していると思います。特に青少年事業との連携や市民参加型の事業、学校との連携事業が必要ではないでしょうか。


	　市民との協働が全体をとおしてのコンセプトとなっておりますので、そういった視点からのアプローチはしていきたいと考えています。

	番　号
	意　見
	回　答

	15
	児童・生徒、若者に対する支援の充実　について。

「若者の居場所づくり」に関しては、公共的なスペースで行うことは、限界があります。NPO等との連携とありますが、具体的に該当する組織が浮かびません。もう少し広げて、民間事業者（所）（商店街や大型店舗）の協力を得て、障害を持つ青年と青年層ボランティアのたまり場づくりや失職中の青年の就労支援、仕事づくりの学習化（公民館での資格取得や技能取得を連携させるなど）、②と関連しては「ハーモニーホール」等でのなどで芸術活動の学習課題化を考えることがきるのではないでしょうか。


	　他機関との連携の中で取り組みを進めていきたいと考えているところですのでご理解を願います。

　②につきましても、新たな展開ができるよう研究してまいります。

	16
	生涯学習において、社会の変化と学び方の変化、学習要望の多様化が問題になっている。今後とも「協働」の考えに立ち、地域社会のつながりを重視する「生涯学習」プランを推進してほしい。
   
  さて、素案についての疑問として「情報リテラシー」に対しての記述が少ないという点が挙げられる。基本方針と基本施策の（1）市民が主役となる生涯学習の推進の中の②図書館の資料を使った「調べ学習」の推進には、
 「図書資料を充実させるとともに、市民自身の研究課題に対応できるよう「調べ学習」に対する支援を推進します。」とある。
   
  ここで重要なことは図書資料の見方をどのように支援するかである。世界は「情報の混乱」と言える事態である。中には自らの主張に世論を誘導するためにデータを作り出す人間もいる。一例として、三橋貴明『デフレ時代の富国論』（ビジネス社、2011年2月15日）を挙げる。
   
 「実は、可住地面積当たり道路延長距離とは、「日本には公共事業は不要で ある。特に道路は充分に敷設されており、充分過ぎる」なる主張を広めるために、わざわざ日本で「発明」された指標なのである。そもそも国際的には可住地面積あたり道路延長距離などという奇妙な指標は、一切、使用されていない。国際的に道路サービスについて比較する際は、保有自動車当たりの道路延長距離を使う。」（P
,138）
　＊図表は添付ファイルとして送る。
   
  日本の可住面積は、細長さと中間の山脈があることで、小さくなる。また道路とは可住地と可住地を繋ぐものでもあるはずだ。三橋氏や藤井氏の論はよく理解できる。私は若いので、長い歴史を知らないが、小泉氏以降、ワンフレーズ化がまだ解けていないのかと思う。わかりやすさが時に悪になる。
   
  何かに対し、研究するということは時に常識を疑う。世の中に溢れる多数派（この例で行けば「コンクリートから人へ」などの公共事業がいらない論）を否定していく力も大事である。
   
  情報の溢れる時代。生涯学習にこの要素を強く全面に打ち出していく必要があるのではないかと思う。基本方針と基本施策の中に入れて見てはどうだろうか。

	　情報リテラシーにつきましては、調べ学習のオリエンテーションとして図書館の使い方や検索の方法等事前学習を現在も行っているところです。また、レファレンスサービスにおいても複数の資料等を提示するなどしています。また、公民館事業の中には、毎月、新聞等を使って時々の社会的問題を解説しながら多角的に物事を見る目を養う講座を開いている所もございます。今後も引き続き、情報リテラシーの向上につながるような事業展開に努めてまいりますのでご理解を願います。
　なお、情報リテラシーにつきましては、「座間市立図書館サービス計画2011」で、取り上げていますので、そちらをご覧いただければ幸いです。


